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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 (千円) 1,194,087 1,236,921 1,118,739 2,565,912 2,520,338 

経常利益 (千円) 205,667 186,532 70,985 435,687 334,731 

中間（当期）純利益 (千円) 114,022 112,621 43,294 318,243 196,648 

持分法を適用した場合の投

資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 709,575 717,495 717,495 709,575 717,495 

発行済株式総数 (千株) 6,197 6,245 6,245 6,197 6,245 

純資産額 (千円) 2,525,850 2,795,632 2,878,245 2,731,397 2,879,757 

総資産額 (千円) 4,317,097 4,395,374 4,091,190 4,326,372 4,353,353 

１株当たり純資産額 （円） 407.59 447.66 460.89 437.53 461.13 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
（円） 18.41 18.06 6.93 48.14 31.51 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） 18.23 17.95 6.93 47.63 31.36 

１株当たり配当額 （円） － － － 7.00 7.00 

自己資本比率 （％） 58.5 63.6 70.4 63.1 66.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 124,006 100,209 196,296 201,431 301,316 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △642,060 △41,324 △49,184 △448,558 △62,688 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 406,360 45,180 △186,748 88,725 △102,090 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
(千円) 159,049 216,408 209,243 112,342 248,879 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
(人) 

69 

(14) 

86 

(12) 

97 

(10) 

74 

(13) 

92 

(14) 



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー等）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数

で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人）  97（10） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

   当中間会計期間におけるわが国経済は、原油や原材料などの価格高騰や米国経済の減速懸念があるものの、企 

  業収益の改善による設備投資の増加や、雇用情勢の改善、個人消費の持ち直しなどにより、景気は依然として穏 

  やかな回復基調で推移いたしました。 

     このような経済環境のもとで、当社は既存取扱製品の拡販と事業の拡大を図っていく上での固有技術を生かし

  た製品開発に努めてまいりました。 

     まず、当社の主力製品でありますリニアベアリングにつきましては、ユーザーである産業機械メーカーの受注

    がほぼ横ばいとなり、当中間会計期間の売上高は747,333千円（前年同期比1.8％減）となりました。 

     エンジンパーツにつきましては、モータースポーツ向けの受注が減速し、売上高は331,031千円（同20.8%減）

   となりました。 

   ポジショニングステージにつきましては、液晶関連の価格下落及び在庫調整等の影響による投資抑制傾向の激

  しい事業環境下にあり、売上高は40,375千円（同30.2％減）となりました。 

   これらの結果、当中間会計期間の業績は、売上高1,118,739千円（同9.6％減）となり、経常利益70,985千円（

   同61.9％減）、中間純利益は43,294千円（同61.6％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間会計期間末に比べ7,164千

円減少（前年同期比3.3％減）し、当中間会計期間末には209,243千円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は196,296千円（前年同期比95.9％増）となりました。 

 これは主に税引前中間純利益61,211千円及び売上債権の減少による209,021千円等の増加に対し、役員賞与引

当金の減少15,000千円及び法人税等の支払による57,526千円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は49,184千円（同19.0％増）となりました。 

 これは主に有形固定資産の取得による支出47,634千円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は186,748千円（前年同期は45,180千円の獲得）となりました。 

 これは長期借入金の返済による支出143,440千円及び配当金の支払額43,308千円によるものであります。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

当中間会計期間の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

リニアベアリング（千円） 747,075 99.2 

エンジンパーツ（千円） 331,031 79.2 

ポジショニングステージ（千円） 38,998 62.4 

合計（千円） 1,117,104 90.6 

品目別 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

リニアベアリング 757,653 101.1 162,813 93.1 

エンジンパーツ 336,524 83.4 55,338 94.4 

ポジショニングステージ 52,497 65.6 32,852 121.5 

合計 1,146,675 93.0 251,004 96.3 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

リニアベアリング（千円） 747,333 98.2 

エンジンパーツ（千円） 331,031 79.2 

ポジショニングステージ（千円） 40,375 69.8 

合計（千円） 1,118,739 90.4 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ＴＨＫ株式会社 642,391 51.9 631,078 56.4 

株式会社本田技術研究所 368,721 29.8 287,254 25.7 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、創業以来長年に亘り蓄積した固有技術を生かした製品開発並びに小型で高精度な新製品開発を推進してお

ります。当中間会計期間における具体的な研究開発項目は以下のとおりであり、研究開発費の総額は57,759千円とな

っております。 

  

（ポジショニングステージ関係） 

１．剛性と精度をより高めたＸＹθＺ４軸ステージ（注１）及びフレキシブルジョイント付Ｚ軸アクチュエー

タ（注２）を用いたＺチルトステージの開発。 

２．リニアモータ内蔵小型直動アクチュエータ（注３）の開発。 

３．平面型リニアモータを搭載し、大幅にダウンサイジングしたアライメントステージ（注４）（小型ＸＹθ

ステージ）の開発。（シチズン千葉精密株式会社と共同開発） 

（リニアベアリング関係） 

  独自製造方法による低価格を実現、荷重に強い４条列機構のボールスプライン（注５）及び医療機器、産

業用機器への応用としてのスプライン付ユニットの開発。 

（その他） 

 １．球面軸受の応用としてアライメントボールジョイント（注６）の開発。 

２．難切削材（チタン、モリブデン、ニッケル合金等）加工及び微細加工等の精密特殊加工を更に進化すべく

加工技術の研究。 

注１．ＸＹθＺ４軸ステージ   ＝ テーブルをその平面上でＸ,Ｙ及びその面内での回転に垂直方向の位

置決めを加えたステージユニット。 

２．フレキシブルジョイント

付Ｚ軸アクチュエータ 

＝ Ｚ軸移動位置決め可能なアクチュエータ先端に球面軸受と平面軸受

を合わせたフレキシブルジョイントが付いたユニット。三点支持テ

ーブルを傾斜自在に保つ時に有効。 

３．リニアモータ内蔵小型直

動アクチュエータ 

＝ 自動組立機等への位置決め可能な小型ユニットとしてのリニアモー

タを内蔵したアクチュエータ。 

４．アライメントステージ ＝ ＸＹθ方向に位置合わせ可能なテーブル機構。 

５．ボールスプライン ＝ リニアベアリングのシャフト及び外筒の内径を溝付にし、ローリン

グ方向に保持力を持たせた軸受。 

６．アライメントボールジョ

イント 

＝ 従来の球面軸受の太陽球中心に貫通穴を設けることで微小角度の調

整用として低価格を実現。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成15年６月26日定時株主総会決議） 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 18,720,000 

計 18,720,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 6,245,000 6,245,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 6,245,000 6,245,000 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 108 108 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 108,000 108,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 330  同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日から 

平成21年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    330 

資本組入額   165 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・被付与者は当社の取締

役又は使用人又は当社

との顧問契約を締結中

であること。 

・被付与者が死亡した場

合、その相続人が新株

予約権を相続できる。 

・その他の条件は、当社

と被付与者との間で締

結する契約に定める。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・取締役会の承認を要す

る。 
 同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 



 （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしておりま

す。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。 

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることとしております。 

 なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。 

３．当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、又は当社が新設分割もし

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うこととしております。 

４．平成15年９月22日開催の取締役会決議に基づき、平成15年10月30日をもって１株を10株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入

額が調整されております。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後 

行使価額 
＝ 

既発行 

株式数 × 
調整前 

行使価額 ＋
新規発行又は 

処分株式数 ×
１株当たり払込金額 

又は未処分価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 

  

－ 6,245,000 － 717,495 － 664,455 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

尾崎 久壽彌 埼玉県所沢市 1,429 22.88 

尾崎 浩太 東京都世田谷区 810 12.98 

尾崎 文彦 埼玉県川越市 708 11.34 

村上 潔 兵庫県川西市 151 2.41 

日本生命保険相互会社 
 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 

日本生命証券管理部内 
100 1.60 

大阪証券金融株式会社（業務

口） 
大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 75 1.20 

ヒーハイスト精工社員持株会 埼玉県川越市今福５８０－１ 54 0.86 

ＴＨＫ株式会社 東京都品川区西五反田３丁目11－６ 50 0.80 

富岡 昭 東京都板橋区 43 0.68 

廣瀬 和也 東京都新宿区 33 0.54 

計 － 3,455 55.33 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式 6,241,000 6,241 － 

単元未満株式  普通株式    4,000 － － 

発行済株式総数 6,245,000 － － 

総株主の議決権   － 6,241 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 390 368 370 370 341 288 

最低（円） 350 335 341 336 281 265 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、創研合同監査法人による中間監査を受けておりま

す。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ．流動資産                    

１．現金及び預金   274,631     267,466     307,102    

２．受取手形  ※3 61,112     36,714     43,382    

３．売掛金   922,864     742,289     944,642    

４．たな卸資産   509,681     446,549     445,977    

５．繰延税金資産   18,359     15,918     18,612    

６．その他   13,533     11,484     17,585    

貸倒引当金   △985     △620     △890    

流動資産合計     1,799,197 40.9   1,519,803 37.1   1,776,412 40.8 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※1                  

(1）建物 ※2 1,087,467     1,037,356     1,051,596    

(2）土地 ※2 1,063,504     1,063,504     1,063,504    

(3）その他   312,313     333,217     325,645    

有形固定資産合計     2,463,285 56.0   2,434,078 59.5   2,440,747 56.1 

２．無形固定資産     6,981 0.2   6,401 0.2   5,663 0.1 

３．投資その他の資産     125,910 2.9   130,906 3.2   130,530 3.0 

固定資産合計     2,596,176 59.1   2,571,386 62.9   2,576,940 59.2 

資産合計     4,395,374 100.0   4,091,190 100.0   4,353,353 100.0 

                     

 



   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形 ※3 418,338     404,879     385,119    

２．買掛金   73,712     70,991     65,633    

３．１年以内返済予定
長期借入金 

※2 290,498     184,520     261,880    

４．賞与引当金   26,000     30,100     25,400    

５．役員賞与引当金   7,500     －     15,000    

６．その他 ※4 168,029     86,462     217,987    

流動負債合計     984,078 22.4   776,953 19.0   971,019 22.3 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※2 358,900     174,380     240,460    

２．退職給付引当金   33,542     35,892     33,071    

３．役員退職慰労引当
金   223,220     225,718     229,045    

固定負債合計     615,663 14.0   435,991 10.6   502,576 11.5 

負債合計     1,599,741 36.4   1,212,944 29.6   1,473,596 33.8 

  （純資産の部）                     

 Ⅰ 株主資本                     

   １．資本金     717,495 16.3   717,495 17.5   717,495 16.5 

  ２．資本剰余金                     

     資本準備金   664,455     664,455     664,455     

  資本剰余金合計     664,455 15.1   664,455 16.3   664,455 15.3 

  ３．利益剰余金                     

  (1) 利益準備金   10,000     10,000     10,000     

   (2) その他利益剰余金                     

   特別償却準備金   2,502     1,938     2,220     

   別途積立金   1,130,000     1,130,000     1,130,000     

   繰越利益剰余金   270,601     354,771     354,909     

  利益剰余金合計     1,413,103 32.2   1,496,709 36.6   1,497,129 34.4 

  株主資本合計     2,795,053 63.6   2,878,659 70.4   2,879,079 66.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

  その他有価証券評価
差額金     579 0.0   △414 △0.0   677 0.0 

  評価・換算差額等合
計     579 0.0   △414 △0.0   677 0.0 

  純資産合計     2,795,632 63.6   2,878,245 70.4   2,879,757 66.2 

   負債純資産合計     4,395,374 100.0   4,091,190 100.0   4,353,353 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,236,921 100.0   1,118,739 100.0   2,520,338 100.0 

Ⅱ 売上原価     758,143 61.3   710,217 63.5   1,551,501 61.6 

売上総利益     478,778 38.7   408,521 36.5   968,836 38.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     289,913 23.4   334,904 29.9   628,217 24.9 

営業利益     188,865 15.3   73,617 6.6   340,618 13.5 

Ⅳ 営業外収益     1,892 0.1   369 0.0   2,528 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※1   4,225 0.3   3,000 0.3   8,415 0.3 

経常利益     186,532 15.1   70,985 6.3   334,731 13.3 

Ⅵ 特別利益 ※2   － －   5,270 0.5   78 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※3   － －   15,044 1.3   134 0.0 

税引前中間(当期)
純利益     186,532 15.1   61,211 5.5   334,675 13.3 

法人税、住民税及
び事業税   73,183     15,209     139,913    

法人税等調整額   727 73,911 6.0 2,706 17,916 1.6 △1,886 138,026 5.5 

中間(当期)純利益     112,621 9.1   43,294 3.9   196,648 7.8 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

    前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）                 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

株主資本 
合計  資本準備

金  
資本剰余金

合計  
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計  特別償却
準備金  

別途積立金
繰越利益 
剰余金 

 平成18年３月31日 残高 

        （千円） 
709,575 656,535 656,535 10,000 － 930,000 423,860 1,363,860 2,729,970 

中間会計期間中の変動額                  

  新株の発行 7,920 7,920 7,920         － 15,840 

  特別償却準備金の積立て 

   （注） 
        2,784   △2,784 － － 

  特別償却準備金の取崩し         △282   282 － － 

  別途積立金の積立て 

  （注） 
          200,000 △200,000 － － 

  剰余金の配当（注）             △43,379 △43,379 △43,379 

役員賞与（注）             △20,000 △20,000 △20,000 

  中間純利益             112,621 112,621 112,621 

  株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額  

（純額） 

                  

 中間会計期間中の変動額合

計       （千円） 
7,920 7,920 7,920 － 2,502 200,000 △153,259 49,242 65,082 

 平成18年９月30日 残高 

        （千円） 
717,495 664,455 664,455 10,000 2,502 1,130,000 270,601 1,413,103 2,795,053 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

 平成18年３月31日 残高 

        （千円） 
1,426 1,426 2,731,397 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行     15,840 

  特別償却準備金の積立て 

  （注） 
    － 

  特別償却準備金の取崩し     － 

  別途積立金の積立て 

  （注） 
    － 

  剰余金の配当（注）     △43,379 

役員賞与（注）     △20,000 

  中間純利益     112,621 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額 

（純額） 

△847 △847 △847 

 中間会計期間中の変動額合

計       （千円） 
△847 △847 64,235 

 平成18年９月30日 残高 

        （千円） 
579 579 2,795,632 



    当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）                 

  

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

株主資本 
合計  資本準備

金  
資本剰余金

合計  
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計  特別償却
準備金  

別途積立金
繰越利益 
剰余金 

 平成19年３月31日 残高 

        （千円） 
717,495 664,455 664,455 10,000 2,220 1,130,000 354,909 1,497,129 2,879,079 

中間会計期間中の変動額                  

  特別償却準備金の取崩し         △282   282 － － 

  剰余金の配当             △43,715 △43,715 △43,715 

  中間純利益             43,294 43,294 43,294 

  株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額 

（純額） 

                  

 中間会計期間中の変動額合

計       （千円） 
－ － － － △282 － △138 △420 △420 

 平成19年９月30日 残高 

        （千円） 
717,495 664,455 664,455 10,000 1,938 1,130,000 354,771 1,496,709 2,878,659 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

 平成19年３月31日 残高 

        （千円） 
677 677 2,879,757 

中間会計期間中の変動額      

  特別償却準備金の取崩し     － 

  剰余金の配当     △43,715 

  中間純利益     43,294 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額 

（純額） 

△1,091 △1,091 △1,091 

 中間会計期間中の変動額合

計       （千円） 
△1,091 △1,091 △1,511 

 平成19年９月30日 残高 

        （千円） 
△414 △414 2,878,245 



    前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）   

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

株主資本 
合計  資本準備

金  
資本剰余金

合計  
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計  特別償却
準備金  

別途積立金
繰越利益 
剰余金 

 平成18年３月31日 残高 

        （千円） 
709,575 656,535 656,535 10,000 － 930,000 423,860 1,363,860 2,729,970 

事業年度中の変動額                  

  新株の発行 7,920 7,920 7,920         － 15,840 

  特別償却準備金の積立て 

   （注） 
        2,784   △2,784 － － 

  特別償却準備金の取崩し         △564   564 － － 

  別途積立金の積立て 

  （注） 
          200,000 △200,000 － － 

  剰余金の配当（注）             △43,379 △43,379 △43,379 

役員賞与（注）             △20,000 △20,000 △20,000 

  当期純利益             196,648 196,648 196,648 

  株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額 （純

額） 

                  

 事業年度中の変動額合計 

（千円） 
7,920 7,920 7,920 － 2,220 200,000 △68,951 133,269 149,109 

 平成19年３月31日 残高 

        （千円） 
717,495 664,455 664,455 10,000 2,220 1,130,000 354,909 1,497,129 2,879,079 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

 平成18年３月31日 残高 

        （千円） 
1,426 1,426 2,731,397 

事業年度中の変動額      

新株の発行     15,840 

  特別償却準備金の積立て 

  （注） 
    － 

  特別償却準備金の取崩し     － 

  別途積立金の積立て 

  （注） 
    － 

  剰余金の配当（注）     △43,379 

役員賞与（注）     △20,000 

  当期純利益     196,648 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額 （純

額） 

△749 △749 △749 

 事業年度中の変動額合計 

（千円） 
△749 △749 148,359 

 平成19年３月31日 残高 

        （千円） 
677 677 2,879,757 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシュ・フ
ロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー        

税引前中間(当期)純
利益   186,532 61,211 334,675 

減価償却費   70,422 73,744 144,120 

新株発行費   109 － － 

株式交付費   － － 109 

貸倒引当金の増減額
(減少：△)   17 △270 △78 

賞与引当金の増減額
(減少：△)   3,000 4,700 2,400 

役員賞与引当金の増
減額(減少：△)   7,500 △15,000 15,000 

退職給付引当金の増
減額(減少：△)   2,353 2,820 1,882 

役員退職慰労引当金
の増減額(減少：△)   6,925 △3,326 12,750 

受取利息及び受取配
当金   △101 △210 △186 

有形固定資産売却損
益(益：△)   － 5,969 － 

有形固定資産除却損   － － 134 

支払利息   3,992 2,742 7,475 

売上債権の増減額 
(増加：△)   △17,599 209,021 △21,647 

たな卸資産の増減額
(増加：△)   △24,237 △572 39,467 

その他流動資産の増
減額(増加：△)   27,060 6,034 22,954 

仕入債務の増減額 
(減少：△)   △5,954 △33,991 △45,065 

その他流動負債の増
減額(減少：△)   20,364 △56,581 53,947 

役員賞与の支払額   △20,000 － △20,000 

小計   260,384 256,290 547,937 

利息及び配当金の受
取額   101 210 186 

利息の支払額   △4,092 △2,677 △7,522 

法人税等の支払額   △156,183 △57,526 △239,286 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー   100,209 196,296 301,316 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシュ・フ
ロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー        

定期預金の預入によ
る支出   － － △0 

有形固定資産の売却
による収入   1,297 400 1,297 

有形固定資産の取得
による支出   △41,856 △47,634 △61,086 

投資有価証券の取得
による支出   △667 △702 △1,291 

無形固定資産の取得
による支出   △919 △469 △891 

貸付金の回収による
収入    430 430 860 

その他投資等の増減
額(増加：△)   392 △1,207 △1,575 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー   △41,324 △49,184 △62,688 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー        

短期借入金の増減額
(減少：△)   △150,000 － △150,000 

長期借入による収入   400,000 － 400,000 

長期借入金の返済に
よる支出   △177,560 △143,440 △324,618 

新株発行による収入   15,730 － 15,730 

配当金の支払額   △42,990 △43,308 △43,203 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー   45,180 △186,748 △102,090 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額(減少：△)   104,065 △39,635 136,536 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高   112,342 248,879 112,342 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 ※ 216,408 209,243 248,879 

         



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

金は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用

しております。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額金は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

  (2）たな卸資産 

製品・仕掛品 

 総平均法による原価法を採

用しております。（一部の製

品、仕掛品は個別法による原

価法を採用しております。） 

(2）たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

(2）たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

  原材料 

 月次総平均法による原価法

を採用しております。 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物 31年

機械装置 11～12年

建物 31年

機械装置 11～12年

建物 31年

機械装置 11～12年

    （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中間 

会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。 

 なお、当該変更による損益に与

える影響額は軽微であります。 

（追加情報） 

 法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しておりま

す。 

 なお、当該変更による損益に与

える影響額は軽微であります。 

  

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

  支出時に全額費用として処理 

 しております。 

(2）   ──────  

  

(1）    ──────  

  

  

(2）株式交付費 

  支出時に全額費用として処理 

 しております。 

(1）    ──────  

  

  

(2）株式交付費 

  支出時に全額費用として処理 

 しております。 

 （繰延資産の会計処理に関する 

 当面の取扱い） 

  当事業年度から、「繰延資産 

 の会計処理に関する当面の取扱 

 い」（企業会計基準委員会 平 

 成18年８月11日 実務対応報告 

 第19号）を適用しております。 

  前事業年度において営業外費 

 用の内訳として表示していた 

 「新株発行費」は、当事業年度 

 より「株式交付費」として表示 

 する方法に変更しております。 

  前事業年度において営業活動 

 によるキャッシュ・フローの内 

 訳として表示していた「新株発 

 行費」は、当事業年度より「株 

 式交付費」として表示する方法 

 に変更しております。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額の期間対応分を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3) 役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

(会計方針の変更) 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ7,500千円減少しておりま

す。 

(3) 役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

 なお、当事業年度におきまし

ては、当中間期の業績及び通期

の業績の予想を踏まえ、役員賞

与を支給しないことを取締役会

にて決議したため、当中間会計

期間においては、役員賞与引当

金を計上しておりません。 

(3) 役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額に

基づき計上しております。 

(会計方針の変更) 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、そ

れぞれ15,000千円減少しており

ます。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、中間期末における退職給付

債務及び年金資産に基づき計上

しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務

及び年金資産に基づき計上して

おります。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資 

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計 

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借 

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８ 

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額 

は2,795,632千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対 

照表の純資産の部については、中間財務諸表 

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表 

等規則により作成しております。 

  

        ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の 

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準 

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照 

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の 

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号  

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額 

は2,879,757千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純 

資産の部については、財務諸表等規則の改正 

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成 

しております。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

         1,687,952千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                  1,748,852千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                           1,754,645千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物   1,087,467千円

土地 1,063,504 

計   2,150,971千円

建物   1,037,356千円

土地 1,063,504 

計 2,100,860千円

建物   1,051,596千円

土地 1,063,504 

計   2,115,101千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

１年以内返済予定長期借入金 245,510 

長期借入金 270,270 

計     515,780千円

１年以内返済予定長期借入金 141,200 

長期借入金 129,070 

計     270,270千円

１年以内返済予定長期借入金 218,560 

長期借入金 173,490 

計     392,050千円

※３ 中間期末日満期手形 

  中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済しており

ます。なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に含まれて

おります。 

※３ 中間期末日満期手形  

  中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済しており

ます。なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に含まれて

おります。 

※３ 期末日満期手形 

  期末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済しておりま

す。なお、当期末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。 

  

受取手形    5,246千円

支払手形    81,716千円

  

受取手形      2,056千円

支払手形     79,552千円

       

  

受取手形      3,466千円

支払手形     90,217千円

        

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※４ 消費税等の取扱い 

 同左 

※４     ───── 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外費用のうち主要なもの ※１ 営業外費用のうち主要なもの ※１ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息   3,992千円 支払利息        2,742千円 支払利息        7,475千円

※２    ───── ※２ 特別利益のうち主要なもの ※２       ───── 

  役員賞与引当金戻入益        5,000千円  

※３    ─────  ※３ 特別損失 ※３       ───── 

  たな卸資産除却損        9,075千円

機械装置売却損        5,969千円

 

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産       68,581千円

無形固定資産 1,840 

有形固定資産       72,272千円

無形固定資産 1,471 

有形固定資産      140,961千円

無形固定資産 3,158 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加48千株は、新株予約権の行使による新株の発行による増加であります。 

 ２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

    該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 ２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

    該当事項はありません。 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式（注） 6,197 48 － 6,245 

合計 6,197 48 － 6,245 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

 定時株主総会 
普通株式 43,379 7 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 6,245 － － 6,245 

合計 6,245 － － 6,245 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

 定時株主総会 
普通株式 43,715 7 平成19年３月31日 平成19年６月29日 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加48千株は、新株予約権の行使による新株の発行による増加であります。 

 ２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式        

普通株式（注） 6,197 48 － 6,245 

合計 6,197 48 － 6,245 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

 定時株主総会 
普通株式 43,379 7 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資  
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

 定時株主総会 
普通株式 43,715   利益剰余金 7 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中 

 間貸借対照表に掲記されている科目の金額 

 との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中 

 間貸借対照表に掲記されている科目の金額 

 との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対 

 照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定  274,631千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △58,222 

現金及び現金同等物  216,408千円

現金及び預金勘定   267,466千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △58,223 

現金及び現金同等物   209,243千円

現金及び預金勘定   307,102千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △58,223 

現金及び現金同等物   248,879千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 365,580 199,426 166,153 

工具器具備品 16,806 6,794 10,011 

ソフトウェア 3,800 3,103 696 

合計 386,186 209,324 176,862 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 292,560 129,844 162,715 

工具器具備品 16,806 9,595 7,210 

ソフトウェア 15,267 2,544 12,722 

合計 324,633 141,984 182,649 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械装置 360,160 194,897 165,263 

工具器具備品 16,806 8,195 8,611 

ソフトウェア 19,067 4,501 14,566 

合計 396,033 207,593 188,440 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内           50,121千円

１年超 130,421 

合計          180,542千円

１年内           47,664千円

１年超 138,156 

合計          185,821千円

１年内           48,046千円

１年超 143,705 

合計          191,751千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料       29,855千円

減価償却費相当額       28,168千円

支払利息相当額       1,475千円

支払リース料       26,918千円

減価償却費相当額       25,591千円

支払利息相当額        1,188千円

支払リース料       61,849千円

減価償却費相当額       58,437千円

支払利息相当額        2,830千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

       同左 

(5）利息相当額の算定方法 

       同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

  

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありま 

  せん。    

１年内           4,176千円

１年超 7,462 

合計           11,638千円

  

 （減損損失について） 

         同左 

１年内            7,157千円

１年超 10,739 

合計           17,896千円

  

 （減損損失について） 

          同左 

１年内            4,176千円

１年超 5,374 

合計          9,550千円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 該当事項はありません。 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 5,834 6,807 973 

合計 5,834 6,807 973 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 7,161 6,464 △696 

合計 7,161 6,464 △696 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 6,458 7,596 1,138 

合計 6,458 7,596 1,138 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成

19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

     前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

      当中間会計期間において付与したストック・オプションはありません。 

     当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

      当中間会計期間において付与したストック・オプションはありません。 

     前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

      当事業年度において存在したストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

（企業結合等） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成

19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成

19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 
平成15年 

  ストック・オプション  

付与対象者の区分及び人数 取締役２名、顧問１名、従業員６名

ストック・オプション数

（注） 
普通株式 213,000株 

付与日 平成15年６月30日 

権利確定条件 
当社の取締役、監査役、顧問又は従

業員の地位にあること。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 
平成16年７月１日から 

平成21年６月30日まで 

権利行使価格（円）              330 

付与日における公正な評価

単価（円） 
              － 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 447.66円

１株当たり中間純利益

金額 
18.06円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
17.95円

１株当たり純資産額   460.89円

１株当たり中間純利益

金額 
   6.93円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
   6.93円

１株当たり純資産額   461.13円

１株当たり当期純利益

金額 
   31.51円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
  31.36円

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（千円） 112,621 43,294 196,648 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
112,621 43,294 196,648 

期中平均株式数（千株） 6,235 6,245 6,240 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 

     

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） 40 2 30 

（うち新株予約権） (40) (2) (30) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

        

         － 

        

         － 

       

         － 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 （1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第45期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出 

 （2）有価証券報告書の訂正報告書 

    平成19年10月11日関東財務局長に提出 

    平成19年６月29日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書 

      平成18年12月22日

ヒーハイスト精工株式会社      

  取締役会 御中  

  創研合同監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐野 芳孝  印 

  業務執行社員   公認会計士 佐竹 邦彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ヒーハイスト精工株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ヒーハイスト精工株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書 

      平成19年12月21日

ヒーハイスト精工株式会社      

  取締役会 御中  

  創研合同監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐野 芳孝  印 

  業務執行社員   公認会計士 佐竹 邦彦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるヒーハイスト精工株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第46期事業年度の中間会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ヒーハイスト精工株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 
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